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●研究動向・成果

港湾埋立の動向分析
－環境の視点を中心に－

沿岸海洋研究部　沿岸域システム研究室長　鈴木　武

１．はじめに
　近年における沿岸開発で環境への影響が関心事となるこ
とが多い行為は、海面埋立である。埋立と環境の関係は、
多くの場合、埋立地ができるということを議論の出発点に
して、影響を受ける可能性のある環境の各要素への影響の
種類や規模などを調査・分析・予測・評価するという形で
行われてきた。こうしたアプローチは、作成した埋立計画
が環境に与える影響を評価し、問題のないことを確認しな
ければならないという政府の決定があり、そのための技法
として実践されてきた。現在においてもこの方法の重要性
に変りはない。しかし、環境と埋立の関係をトータルにみ
た場合、その関係は埋立を出発点にして環境に影響を与え
るという単純な一方向の関係ではなく、埋立についても、
環境容量の制約という形で環境からの影響を受けているこ
とや地理的要因や社会経済状態の変化による影響をさまざ
まな形で受けていることは明らかである（図－ 1）。
　これらの状況を考えると、埋立と環境の関係を掘り下げ
て理解するためには、埋立による環境への影響を知るだけ
では十分ではなく、環境容量の制約や地理的要因や社会経
済状態の変化による埋立への影響をあわせて理解しておく
ことが必要である。このため、埋立にどのような事柄が影
響を与えているかを推測するために、埋立の面積と水深分
布の特性について分析を行った。

２．埋立実績の時系列トレンド
　埋立の時系列トレンドは、過去数年間の埋立地の売却・
使用水準の向上をもとに埋立実施面積が決められるという
行動を仮定し、幾つかの近似を与えると、指数型の関数と
なると考えられる。この関数型をもとに、オイルショック
以降の全国の港湾における埋立面積のデータに当てはめを
行った結果、幾つかの特徴を読みとることができた。
　第一は、埋立面積はほぼ一貫して減少する傾向にある。
そして、その減少傾向には1983～1984年度に屈曲点があり、
屈曲点の前半では急速に減少し、後半では緩やかに減少し
ていることである。第二は、1984年度以降の埋立面積のト
レンドが、1990年前後のバブル経済期間を多く含むもので
あるにもかかわらず、減少の傾向は一貫していて、バブル
経済による影響はみられないことである。第三は、1983～
1984年度の前後で埋立面積の減少度合いが大きく変化する
傾向は、用途別にみた場合の埋立面積の時系列変動特性の
傾向の一致状況からみて、工場用地の変化による寄与が大
きいと考えられることである（図－ 2）。

３．埋立計画の水深分布
　港湾計画に位置づけられた埋立計画の増加区域は、1989
～1991年度の計画では水深－7～－10mと水深－2～－5mに大
きなピークがみられ、1996～1998年度の計画では水深－10図－ 1　埋立と環境のフィードバック関係

図－ 2　埋立面積の時系列トレンド
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～－15mに大きなピークが存在し、そのピークの位置は両
期間の間に深い方向にシフトしている（図－ 3）。全体の
平均水深でみると、－6.7mから－8.7mに2m深くなっている。
　ピークが生じている原因を知るために、それぞれの埋
立計画面積の増加分を埋立形式ごとに分けてると、大きな
ピークは「島式」と「拡張」の埋立によるものであること
が分かる。ただし、1989－1991年度の－7m～－10mのピー
ク以外は「拡張」の寄与度は低い。また、水深別埋立計画
増加面積のピークは、2～4港の大型埋立による寄与がそ
のほとんどを占めている。水深が増大すると埋立コストの
上昇を招くにもかかわらず、敢えて環境上重要な浅い海域
の埋立を放棄する「島式」は埋立をする水深帯の幅が狭く
なる。同時に、コスト上昇を抑えるため、埋立面積が大き
くとられることが、背景にあると考えられる。

４．埋立増加の地理・経済指標との因果関係
　海面埋立の規模と位置について、地理・経済指標との因
果関係をみるために、与えられたデータから変数間の関係
性を示す重み係数を求めるパス解析という手法を用いて分
析を行った。
　この結果から、概ね予想された関係が読みとれること、
その中には幾つかの特徴的な関係が存在していることが分
かった。例えば、バブル経済期には埋立に関連性を持って
いた港湾区域面積という人間による積極的な利用を想定し
ている海域の面積が、近年ではほとんど関連性を持たなく
なっている。また、バブル経済期では、地価高騰によって
期待土地売却収益が跳ね上がり、漁業補償が急速に進んだ
ことによるためか、「沿岸漁業販売額が大きい。つまり漁
業が盛んなところほど埋立計画面積の増加が大きい。」と

いう、特異な傾向がみられる。さらに，バブル経済終焉後
には、「地価が高いところほど埋立計画面積の増加が小さ
い。」という、一見、市場原理に反するような傾向が現れ
ている。これは、埋立計画増加区域が水深の深い海域にシ
フトしていることや、この時期がバブル期に蓄積された余
剰な埋立計画が定常状態に遷移する過度的な時期（リセッ
ション期）にあることを考慮すれば、矛盾なく理解できよ
う（図－4,5）。 

５．おわりに
　実施した埋立分析の結果を総合して考えると、「事業主
体は経済的な利益を優先し、環境への配慮はほとんど行
わず埋立計画を作成し、その計画を肯定するように環境ア
セスメントを実施した。」という埋立批判はやや一面的で、
事業主体は、意図的にそのように行動したかどうかは分か
らないが、結果として、環境にもある程度配慮をしながら
経済合理性に沿った行動をとってきたという傾向があるこ
とを、垣間見ることができたといえるのではないだろうか。

図－ 3　水深ごとの埋立計画増加面積

図－ 4　埋立の因果関係（標準化重み係数）（1989 － 1991 年度）

図－ 5　埋立の因果関係（標準化重み係数）（1996 － 1998 年度）


